
地方創生

あわら市の将来人口推計
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… など、さまざまな面への影響が出ます。
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あ
わ
ら
市
の

人
口
減
少

対
策
は
？

市
の
将
来
を
左
右
す
る

「
地
方
創
生
」
と
は
？

　
約
半
数
の
自
治
体
が
消
滅
す
る
可

能
性
が
あ
る 

― 

こ
の
衝
撃
的
な
状

況
を
も
た
ら
す
要
因
は
、
本
格
的
な

人
口
減
少
社
会
の
到
来
や
地
方
と
東

京
圏
の
経
済
格
差
に
よ
る
人
口
の
一

極
集
中
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
地

方
創
生
と
は
、
こ
の
状
況
を
打
開
す

る
た
め
、「
若
者
が
安
心
し
て
家
族

を
も
て
る
質
の
高
い
雇
用
を
地
方
に

つ
く
り
、
安
心
し
て
子
ど
も
を
育
て

る
こ
と
の
で
き
る
地
方
に
子
ど
も
を

増
や
し
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か

け
る
」
と
い
う
も
の
で
す
。

　
市
で
は
、
こ
の
地
方
創
生
を
推
進

す
る
た
め
、
人
口
の
現
状
と
将
来
の

展
望
を
示
し
た
「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」

と
、
今
後
５
カ
年
の
目
標
や
や
る
べ

き
施
策
の
基
本
的
方
向
を
示
す
「
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」

を
策
定
し
ま
し
た
。

　昨年５月、民間研究機関の「日本創生会議」（座長・増田寛也元総務相）が衝撃的なレポー

トを発表しました。この中で、2010 年から 2040 年までの間に若年女性（20 ～ 39 歳）が５割

以下に減少する自治体を「 消滅可能性都市 」として定義しました。全国約1800自治体のうち、

49.8％に当たる 896 自治体がこの消滅可能性都市に該当し、あわら市もその一つに数えられ

ています。

●
消
滅
可
能
性
都
市
と
聞
い
て

　
自
分
の
生
ま
れ
育
っ
た
故

郷
が
無
く
な
る
な
ん
て
寂
し

い
で
す
し
、
み
ん
な
同
じ
気

持
ち
だ
と
思
い
ま
す
。

　
将
来
、
子
ど
も
た
ち
に
そ

う
い
う
思
い
を
さ
せ
な
い
よ

う
に
、
こ
れ
か
ら
は
若
者
が

中
心
と
な
っ
て
活
気
あ
る
ま

ち
づ
く
り
を
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
と
思
い
ま
す
ね
。

　

そ
れ
に
は
昔
か
ら
の
伝
統

に
と
ら
わ
れ
ず
、
各
世
代
が

新
し
い
伝
統
を
つ
く
り
な
が

ら
、
住
み
よ
い
地
域
に
し
て

い
く
責
任
が
自
分
た
ち
の
世

代
に
あ
る
と
感
じ
ま
す
。

●
地
元
で
子
育
て

　
県
外
に
い
た
時
期
も
あ
り

ま
し
た
が
、
地
元
に
帰
る
と

ほ
っ
と
し
ま
す
。
地
元
で
子

育
て
を
し
て
良
か
っ
た
こ
と

は
、
家
族
や
地
域
、
職
場
な

ど
周
り
の
人
が
助
け
て
く
れ

る
こ
と
。
自
分
が
育
っ
て
き

た
場
所
で
子
ど
も
を
育
て
る

こ
と
は
安
心
で
良
い
経
験
に

な
る
と
思
い
ま
す
。

　「 全自治体の半数が存続の危機を迎える─。」

― 

地
方
創
生 

―

30
年
後
も
元
気
な

　
あ
わ
ら
を
つ
く
る

特　集

あ
わ
ら
市
の
人
口
の
現
状

　
高
齢
化
の
進
行
と
と
も
に
、
出
生

率
の
低
下
や
出
産
適
齢
期
に
あ
る
女

性
の
減
少
、
未
婚
率
の
増
加
な
ど
に

よ
る
人
口
減
少
が
続
い
て
い
ま
す
。

ま
た
、
進
学
・
就
職
を
機
に
転
出
す

る
若
者
世
代
が
増
加
し
て
い
ま
す
。
創

雇
用
、
子
育
て
、
に
ぎ
わ
い

に
重
点

　

人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け

る
に
は
、
安
定
し
た
雇
用
環
境

や
子
育
て
し
や
す
い
環
境
づ
く

り
、
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く

り
、
住
み
た
い
と
思
え
る
ま
ち

づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
が
重
要

と
い
え
ま
す
。
そ
の
た
め
、
本

市
が
目
指
す
基
本
的
視
点
と
し

て
次
の
３
点
を
掲
げ
ま
す
。

あわら市人口ビジョン

あわら市の人口の現状と将来推計
35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
19
90

20
00

20
10

20
20

20
30

20
40

20
50

20
60

高齢者人口
（65歳以上）
生産年齢人口
（15～ 64歳）
年少人口
（15歳未満）

（人）

　1996 年の約
３万 2000 人を
ピークに、毎年
約 300 人 以 上
の人口が減少し
ています。（年）

人口が減るとどうなっちゃうの？

谷
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省
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ん
（
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●
あ
わ
ら
の
魅
力

　
あ
わ
ら
の
魅
力
は
や
っ
ぱ

り
自
然
。
湖
や
海
、
温
泉
な

ど
観
光
地
と
し
て
は
魅
力
的

で
人
を
呼
ぶ
力
が
あ
わ
ら
に

は
あ
る
と
思
い
ま
す
。
も
っ

と
知
名
度
を
上
げ
て
人
が
来

る
よ
う
に
な
れ
ば
、
消
滅

せ
ず
に
済
む
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
。

●
あ
わ
ら
へ
の
期
待

　
今
後
、
ま
す
ま
す
進
む
少

子
高
齢
化
を
少
し
で
も
抑

え
、
地
域
の
若
返
り
を
図
る

た
め
に
は
、
若
年
層
の
定
住

率
と
出
生
率
の
上
昇
が
必
要

だ
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
子
ど
も
を
抱

え
る
共
働
き
世
帯
へ
の
支
援

や
未
婚
率
の
上
昇
を
抑
え
る

た
め
に
観
光
地
で
婚
活
イ
ベ

ン
ト
を
開
催
す
る
な
ど
、
県

内
外
か
ら
若
者
が
集
ま
り
、

子
育
て
の
し
や
す
い
ま
ち
づ

く
り
に
取
り
組
ん
で
ほ
し
い

で
す
ね
。

　国立社会保障・人口問題研究
所（以下社人研）の推計によ
ると、将来人口は 2010 年の
約３万人から、2040 年には約
２万 1000 人、2060 年には約
１万 4000 人にまで減少する
と見込まれます。

あわら市の将来目標人口

2010 年
　（現状）

2020 年
（短期目標）

2040 年
（中期目標）
2060 年

（長期目標）

29,989 人
※ 国勢調査最新値

27,500 人超

23,000 人超

18,800 人超

あわら市の将来人口推計

＊
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

あ
わ
ら
で
暮
ら
す

　

妻
・
麻
衣
さ
ん
の
地

元
で
あ
る
北
潟
で
暮
ら

す
谷
口
さ
ん
家
族
に
、

あ
わ
ら
へ
の
思
い
に
つ

い
て
お
聞
き
し
ま
し
た
。

● 少子化が進むと、働く世代（生産年齢人口）の数
が減り、地方税収が減少する。

● 高齢化の進行に伴い、年金・医療・介護などの社
会保障費が増大し、高齢者を支える若い世代の金
銭的負担が大きくなる。

● 保育・教育施設の維持が難しくなる。
● 地域コミュニティ活動が衰退する。

結婚、出産などの希望の実現
　市の合計特殊出生率※ 1 を現在の
１.42 から 2040 年で 2.07※ 2 に上昇
させるため、若い世代を中心に、結
婚したい人が希望の年齢で結婚する
ための機会や場を創出するとともに、
子育て支援を充実し、安心して出産・
子育てができる環境整備を進めます。
※ 1  １人の女性が一生に生む子どもの数
※ 2  人口維持に必要な女性が生む子どもの数

若者の人口流出抑制と
ＵＩＪターンの促進

　減少率が顕著な 20 代の市内居住
者を中心に、県内や周辺大学への進
学率を高め、地元企業への就職を促
すなど流出の抑制に努めます。
　また、空き地や空き家の活用など、
移住者の受入体制や支援制度の充実
を進めます。

にぎわいや活力のある
暮らしやすいまちの形成

　企業誘致による産業振興や、雇用
の場の確保に取り組み、地域経済の
持続と人口の定着化を目指します。
　また、高齢者が生き生きと暮らせる
社会の実現や北陸新幹線の県内延伸を
視野に入れた広域観光戦略でにぎわい
のあるまちづくりを目指します。

視点
①

視点
②

視点
③

人
口
減
少
対
策
の
視
点

？？？
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